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1　はじめに
　多くの都市の産業振興策は商工業振興と事実上、同義であり、また中小企業振興策を中
心としているだろう。商工業（商業には小売業のほかサービス業が含まれる。それと工業（製
造業））の振興は投資や雇用の維持と創出（含・自営業）を促進し、地域経済効果を期待する。
あるいは、地方公共団体・基礎自治体（市区町村）への税収入を期待する。だが、都市にお
ける中小企業の規模別分布と経営形態、経営状況と、就業機会の維持・形成や税収確保と
の相互関係を系統的に分析した研究は、行政機関の実務資料を除くと、少ないのではない
だろうか。地域の経済活力の担い手が中小企業という認識は多いけれども、大都市におけ
る中小企業が①雇用吸収力または自営業などの就業機会の創出にどれほど関わっているの
か。②経営する事業が利益を出し、事業として存続可能であり、同時に国および自治体へ
の納税の側面で果たす役割はどれほどか。こうした観点からの、都市・地域における（地
域に拠点を置く）中小企業の役割を系統的に分析した研究は多くないように思われる。
　本稿の目的は、第１に、大都市（東京都特別区と20の政令指定都市）の産業活動に関して、
産業別・規模別の事業所数（法人数等）、付加価値額と所得・就業状況（従業者数、給与所
得総額）などの実態を概観することである1）。第２に、東京都特別区を含む日本の人口200
1）中小企業の収益状況と納税比率との関係や都市・地域で事業活動する法人と法人住民税との関係につい
ての第1次的分析を別稿（明石［2019］）で行った。
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万人以上の4大都市における産業活動と就労状況の基礎的実態分析を通じて、大都市の産
業・企業や就業形態の推移および事業成果と雇用（就労先）に関わる特徴とそれらに関連す
る課題を比較・検討することである。
2　若干の関連文献レビュー
　海上［2016］は東京都では61％、大阪府では70％の人が中小企業の従業者であり、日本
の中では相対的に大事業所の従業者が多いが、残り45道府県では8割以上の人が中小企業
の従業者であると述べ、中小企業が地方での雇用を支えていると論じた。
　また、本多は「大阪は中小企業比率が高い」「大阪市での4人以下の事業所数比率が高い」
と指摘するなど（本多［2013］72ページ）、大都市、とくに大阪市における中小企業の活動
と役割に関する興味深い論点を示した。実際に、大阪市の中小企業比率が他市と比べて顕
著に高いだろうか。
　さて、都市型産業としてのサービス業という捉え方がある。たとえば山﨑［2017］は、サー
ビス化は都市型産業であり、知識集約型が都市産業の特徴という。そのような捉え方は、
東京都特別区を除く大都市でも成立するだろうか。いかなる状況において妥当だろうか。
都市型産業としてのサービス業と、労働集約的な対面型サービス業の関係をどのように捉
えることが適切だろうか。
3　都市と産業・企業　　
3−1　都道府県・政令指定都市別にみた事業規模別比較
　表１において事業所数をみると、日本全国の各都道府県の事業所数の99.7％は中小企業
（うち14.9％が中規模企業、84.8％は小規模企業）であり、大企業は0.3％である。だが、従
業者数をみると、中小企業を勤務先とする人は全従業者数の69.6％（うち46.5％は中規模
企業、23.1％は小規模企業）であり、大企業の従業者数は30.4％である2）。地域（都道府県）
別にみると、中小企業勤務者比率は東京都42.1％、大阪府67.0％である。従業者の約3割以
上が大企業に就労する都府県は、東京都57.9％、大阪府33.0％、愛知県29.1％である。大
企業勤務者の比率は都市圏の中心部で高いとわかる。
2）『平成26年経済センサス』基礎調査における企業規模分類基準は次の通りである。中小企業基本法によ
ると、中小企業とは、1製造業、建設業、運輸業その他の業種では資本金3億円以下または常用雇用者規
模300人以下、2卸売業では資本金1億円以下または常用雇用者規模100人以下、3サービス業では資本金
5000万円以下または常用雇用者規模100人以下、4小売業では資本金5000万円以下または常用雇用者規模
50人以下であり、それ以外を、大企業と呼ぶ。とくに小規模企業とは、1製造業、建設業、運輸業その
他の業種では常用雇用者規模20人以下、2商業、サービス業では常用雇用者規模5人以下を指す（『平成26
年経済センサス』基礎調査、参考表5の注による）。
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　一方、従業者の約4割が小規模企業に就労する県は、和歌山県39.6％、山梨県39.3％、
徳島県38.8％である。また、東京都を除く全国（東京都を除く46道府県全体）で見ると、
80.2％の人の就労先は中小企業（うち、51.8％は中規模企業、28.4％は小規模企業）であり、
表１　都道府県別にみた事業所数と従業者数の規模別構成割合
出所）総務省統計局「平成26年度　経済センサス　基礎調査」から筆者作成。
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大企業就業者は19.8％である3）。
　表２の従業者数に関する東京都特別区および政令指定都市での従業先を見ると、東京
都特別区では39.9％の人が中小企業（うち31.6％は中規模企業、8.3％は小企業）、大企業は
60.1％である。横浜市では67.6％の人が中小企業（うち47.8％は中規模企業、19.8％は小企
業）、名古屋市では67.0％の人が中小企業（うち50.5％は中規模企業、16.5％は小企業）であ
る。大阪市では59.1％の人が中小企業（うち44.6％は中規模企業、14.5％は小企業）、大企
業は40.9％である。
　また、政令指定都市の中で、従業者の26％以上が小規模企業に就労する都市は、相模原
市33.7％、熊本市28.0％、浜松市26.9％、静岡市26.7％である。他方、従業者数のうち、従
業者の4割以上が大企業に就労する市・区部は、東京都特別区60.1％、千葉市49.2％、大阪
市40.9％である。
3−2　都市における経営組織：個人と法人
　すべての都市には、法人格をもたず個人営業活動をしている事業者もいる。そうした自
営業者の数・割合や規模、ならびに、業種的・事業的特徴を可能な範囲で概観する。
まず、経営組織別の事業所・従業者数を確認する。ここでいう経営組織とは民営組織と
3）『平成26年経済センサス』基礎調査によると、日本全体の事業所数の12％は東京都に存在し、日本の全
従業者数の28％は東京都、9％が大阪府、7％が愛知県、5％が神奈川県である。これら4都府県で49％で
ある。一方、大企業勤務者の53％は東京都、51％は東京23区の人であり、9.7％が大阪府、7.3％が大阪
市の人である。
表２　東京都特別区および政令指定都市における事業種数と従業者数の規模別構成割合
出所）総務省統計局「平成26年度　経済センサス　基礎調査」から筆者作成。
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国・地方公共団体に大別され、民営組織は個人、法人（会社を含む）、法人以外の団体から
なる。個人営業活動を基本とする組織の一部は法人化するかもしれないので、個人と法人
の関係は経時的にみると固定的ではない。また、事業者は個人と法人に分かれるが、表３
−Ａから、事業所数でみると、個人は事業所総数の26−40％、法人は58−73％（うち会社
は総数の49−67％）を構成している4）。残りは法人以外の団体や国・地方公共団体であり、
それらは合計で1−2％である。
　政令指定都市についてみると、京都、北九州、神戸の3市では38％超の事業所が個人事
業関連である（個人事業関連の割合が26％以下と相対的に低いのは仙台市、横浜市である）。
　また、表３−Ｂにおいて従業者数をみると、約9割あまりの人の従業先は民営組織であ
る。京都、神戸、北九州の3市では11−12％の人が個人事業所で就労しているが、それ以
外の市・区部では個人事業所就労比率は9％以下である（6％以下は東京都区部、札幌市で
ある）。法人数の割合は83−91％（うち会社は、総数の72−81％だが、京都、神戸、北九
州の3市では64−69％）であり、法人以外の団体や国・地方公共団体が合計で4−6％である。
　次に、表４において、民営組織は個人業主、家族、有給役員の部分と、雇用者（ここで
4）自営業比率を見ると、大阪市では有業者総数の9.4％、東京都の場合、7.8％が自営業であった（『大都市
比較統計年表』平成28年、242−251ページの資料から筆者が計算した結果による）。自営業については
機会を改めて論じる。
表３　大都市における経営組織別の事業所数と従業者数
注）2014年７月１日現在の数値。
出所）『大都市比較統計表』平成28年、80-91ページから筆者作成。
３－Ａ　事業所数
３－B　従業者数
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は常用雇用者と臨時雇用者からなり、常用雇用者はさらに正社員・正職員と非正社員・
非正職員からなる）の部分から構成される。2014年では、個人業主が2−3％、家族が0.4−
1.3％、役員が4.9−6.4％でありこれらの合計で約8％である。一方、雇用者全体で88％、
臨時雇用者が約4％である（比率は従業者総数に占める割合）。表４をみると、個人業主関
係と臨時雇用者の割合は年次を追ってやや低下し、雇用者の割合が少し上昇しているよう
に見える。
3−3　大都市の産業構造
　以下では、従業者数の産業別構成で見た4大都市の産業構造を比較・検討する。
表４　都市別に見た従業者数の内訳比率と推移
注）1986年の大都市を基本として作成。比率は従業者総数に対する値。
出所）『大都市比較統計年表』昭和61年、68-75ページ、平成8年、74-81ページ、
平成28年、80-91ページから筆者作成。
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（1）4大都市の産業構造
　表５には、東京都区部、横浜市、名古屋市、大阪市の4大都市における従業者数でみた
産業構造の推移を示している。1986年の4大都市では、卸売業・小売業は約3割から4割近
くと最大の就労先産業であり、サービス業が2割前後でそれに次ぎ、そして製造業が2割弱
であった。1996年でも、4大都市での主要就労先の順は変わらず、卸売業・小売業が約3割、
サービス業が24−29％、そして製造業が15％前後であった。ところが、2014年での従業者
数比率はサービス業が41−47％、卸売業・小売業が約2割前後、そして製造業が7−10％と
なり、サービス業と卸売業・小売業の順番が逆転した。従業者数でみて、4大都市におけ
る主要産業の中心がサービス業となったのである。
　表５の2014年の主要業種別の従業者数構成比率と表６でのサービス業の内訳構成比率を
組み合わせて、都市ごとに見ると、東京都区部では卸売業・小売業21.0％、その他サービ
表５　従業者数でみた、４大都市の産業構造の推移：1986年、1996年、2014年
出所）大都市統計協議会編集『大都市比較統計年表』昭和62年、82-84ページ、
平成10年、76-78ページ、平成28年、82-87ページから筆者作成。
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ス業11.5％、情報通信業9.8％、宿泊・飲食業8.9％の順であり、横浜市では卸売業・小売
業18.9％、医療・福祉14.0％、宿泊・飲食業9.7％、製造業9.5％、その他サービス業9.2％
の順である。名古屋市では卸売業・小売業28.8％、その他サービス業10.5％、宿泊・飲食
業10.2％、医療・福祉9.9％の順である。大阪市では卸売業・小売業23.2％、その他サービ
ス業11.6％、宿泊・飲食業9.5％、製造業9.7％、医療・福祉8.9％の順となっている。
（2）都市別にみたサービス業の構成
　4大都市の最大産業であるサービス業について検討してみよう。
　はじめに、表７から、情報サービス・広告業、専門サービス業、その他事業サービス業
の3つの業種の合計比率を見る5）。1989年、東京都区部と大阪市では42−43％であり、名
古屋市と横浜市では31−34％であった。2004年で見ると、東京都区部と大阪市では35％で
あり、名古屋市と横浜市では22−29％であった。2014年で見ると、東京都区部と大阪市で
は27−29％であり、名古屋市と横浜市では18−21％であった。事業所向けサービスでの一
部の業種比率は、東京都区部と大阪市において顕著に高いのかもしれない。
　次に、飲食店についてみると、1989年では28−34％であり、2004年では24−26％であり、
2014年では20−23％であった。また、医療については、1989年では2−3％、2004年では12
−22％、2014年では17−30％であった。
　2014年の都市ごとの違いを見ていくと、東京都区部と大阪市では、対事業所向けサービ
ス業の比重が高い。横浜市では医療の比重が高く、名古屋市では飲食店の比重が高い。
（3）卸売業と小売業の関係
　4大都市の主要産業である卸売業・小売業について検討してみよう。
　表８から、4大都市において、事業所数でみると小売業のほうが卸売業より多いけれど
も、従業者数と販売額でみると東京都区部、名古屋市、大阪市における卸売業の値は小売
業の値より大きいとわかる。とくに、販売額の差はとても大きい。
　表９には、1985年と2014年における東京都区部と政令指定都市の卸売業・小売業の実態
を示している。まず、2014年における卸売業と小売業の関係を、販売額と従業者数とで比
較してみる。2014年において東京都区部の卸売業・小売業の年間販売額は1.6兆円だが、
表６　サービス業の内訳構成比率：2014年
注）表５のサービス業の内訳を示してい
る。
出所）大都市統計協議会編集『大都市比
較統計年表』平成28年、77-84ページか
ら筆者作成。
5）2007年（平成19年）までの日本の統計分類では、飲食店を小売業に含めていたが、それ以降、サービス業
に移動した。表7は2007年以降の統計分類基準で作成している。
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卸売業の年間販売額が1.5兆円、小売業の年間
販売額が1243億円である（表8参照）。東京都区
部の小売業の年間販売額は卸売業の1割にも満
たないのである。よって、2014年の東京都区
部の販売額でみた卸売業と小売業の関係は92
対8の比率となる。卸売業と小売業の販売額で
の比率は大阪市では89対11、名古屋市では87
対13であるが、横浜市では60対40である。そ
の他の政令指定都市についても横浜市と同様
に、販売額では卸売業のほうが小売業よりも
大きく、従業員数は逆に小売業のほうが卸売
業よりも多いのである。ただし、相模原市だ
け、販売額でみた卸売業と小売業の比率は46
対54と小売額の方が多い。
次に、従業者数でみた2014年における卸売
業と小売業の割合は、東京都区部の場合、60
対40、大阪市では59対41となる。だが、その
他の都市では小売業の数の方が卸売業の数よ
りも多い。従業者数でみて、卸売業の規模（従
業者数構成比率）が小売業の規模（同構成比率）
を上回るのは、東京都区部と大阪市だけであ
る。
30年前の1985年について比較すると、政令
市指定の経緯から統計数値が得られない都市
もあるけれども、上で述べた特徴は大きく変
わらない。違いは従業者数に関して、名古屋
市と福岡市において卸売業の比率が小売業の
比率を上回っていたことだけである。
東京都区部、名古屋市、大阪市での卸売業
の販売額が大きい取扱項目（品目）を確かめ
ると、表10から、2014年の東京特別区部では
石油・鉱物（卸売業に占める比率は14.7％）、
電気機械器具（同10.3％）の順、名古屋市では
鉄鋼製品（同15.6％）、石油・鉱物（同12.8％）、
電気機械器具（同10.7％）の順、大阪市では化
学（同12.96％）、電気機械器具（同11.3％）、鉄
鋼製品（同10.7％）の順であった。また、1991
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年の状況をみると、産業分類基準は同じでないが、表10から4大都市とも機械器具卸売業
がもっとも多い。東京特別区部、名古屋市、大阪市ではそれについで鉱物・金属材料が多
かったが、横浜市では食料・飲料であった。
　要するに、東京特別区部、名古屋市、大阪市では、素材あるいは投資財・中間財の取り
扱いが多いのである。つまり、卸売業の値が小売業の値を大きく上回っている要因として、
大都市部の卸売業では対事業所向け取引金額が大きいためと理解することができる。
　表11には、東京特別区部と大阪市において事業規模や販売額が多い区名を抜き出してみ
た。1991年の東京特別区部では、事業所数と従業者数でみると中央区、千代田区、港区が
多い。販売額でみると千代田区、港区、中央区と順番が少し変わる。2014年では、1991年
の状況と比べて事業所数で台東区の名前が出た点を除くと、従業者数と販売額でみた順番
に変化はない。他方、大阪市について、1991年では事業所数、従業者数、販売額でみても
表10　４大都市の卸売業販売金額の実態
注）産業分類3桁レベルで示している。
出所）『商業統計表』第3巻　産業編（市区町村表）平成26年、から筆者作成。
『商業統計表』第3巻　産業編（市区町村表）平成3年、『商業統計表』第3巻　産業編（市区町村表）
平成26年、から筆者作成。
表９　政令指定都市等における卸売業・小売業の販売額と従業者数の構成比率
出所）大都市統計協議会編集『大都市比較統計年表』昭和62年、116-121ページ、平成27年、171-
175ページから筆者作成。
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中央区、北区、西区の順であり、2014年では事業所数でみた順に逆転が生じたものの、区
名はほぼ同じである。
　比較のため、小売業の状況も見ておく。1991年の東京特別区部では事業所数、従業者
数、販売額でみても上位3区の名前が、卸売業の場合とは異なってくる。一方、1991年と
2014年を比べると、事業所数、従業者数、販売額でみた上位3区の名前はほぼ同じであり、
違いは従業者数と販売額でみた3番目に渋谷区が台頭した点だけである。大阪市の場合、
1991年では、事業所数、従業者数、販売額でみた上位2区の名前は同じである。2014年でも、
上位2区名は同じである。販売額についてのみ、3番目の区名が変化した。
　以上のことから、大都市の主要産業として「卸売業・小売業」と一括しているけれども、
販売額や従業者数でみて、一部の大都市では卸売業と小売業の規模が大きく違うとわかっ
た。卸売業は原則として事業所向けのBtoB事業を行い、総合商社や専門商社を含む。一方、
小売業はその定義から個人消費者や企業・政府部門への販売を業務とし、BtoCの事業を
行う。それゆえに、卸売会社や大規模な商社が活動拠点を置く大都市においては、卸売業
の事業規模が小売業よりも大きいのであろう。しかし、多くの政令指定都市では卸売業の
事業規模は小売業の事業規模より小さく、そうした卸売機能が統計上、観察されないと考
表11　東京都区部と大阪市での卸売業・小売業の販売金額が多い区
注）従業者数は個人業主、無給家族従業者、有給役員、常用雇用者の合計数を指し、臨時
雇用者数を含めない。
出所）『商業統計表』第3巻、産業編（市区町村表）、平成3年、および『商業統計表』第3巻、
産業編（市区町村表）、平成26年、から筆者作成。
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えられるのである6）。
（4）製造業の構成割合：製造品出荷額
　4大都市では3番目の主要産業として製造業があった。表12には、4大都市について、
2014年の製造出荷額が多い品目を示している。東京特別区と横浜市では石油製品・石炭製
品、名古屋市では輸送用機械、大阪市では化学が多かった。それ以外では、東京特別区の
印刷・同関連が特徴的である。また、名古屋市では機械器具系が多く、大阪市では素材系
が多い。各都市における、それぞれの都市の産業的特徴の一端をかいま見ることができる。
　また、表13には、1993年と2013年の製造品出荷額が多い全国の都市名と出荷金額を示し
ている。1993年では東京特別区、豊田市、大阪市の順であり、2013年では豊田市、市原市、
6）注2で説明した通り、中小企業基本法でいう中小企業と大企業の区分基準を見ると、小売業では資本金
5000万円、従業員数50人であるが、卸売業では資本金1億円、従業員数100人である。
表12　4大都市での製造品出荷額が多い品目：2014年
注）産業分類3桁レベルの産業を示している。
出所）『工業統計表』市区町村編、平成26年、から筆者作成。
表13　製造品出荷額等が多い都市
注）従業者4人以上の事業所に関する統計
出所）『工業統計表』市町村編、平成5年、『工業統計表』
市区町村編、平成25年、から筆者作成。
表14　従業者規模別中小規模事業所での従業者数：工業
出所）『大都市比較統計年表』平成28年、134-135ページの資料から筆者作成。
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川崎市の順であった。各都市に大規模な企業やプラントが立地している都市名が名前を連
ねているが、大都市とその周辺地域に立地する都市名が多いことも注目に値するだろう。
　表14には、各都市での製造業（工業）における規模別分布を示している。東京都区部では、
従業者数の55％が29人以下の事業所に従事しているとわかる。だが、給与総額に占めるそ
れら規模の割合は、従業者数の割合と比べて低下するので、両者の関係から、一人当たり
賃金が低水準のせいと推測できる。
4　大都市の産業と小規模事業所
4−1　サ−ビス業中心のイメージと実状
　日本では、都市の住生活環境を回復・改善・維持するために、1959年から1973年にかけ
て工場三法等を制定し、規模が大きな工場や施設を都市から郊外に移転させることを促し
た。製造拠点を都市の外に移転させたこと、および企業が事業競争力を維持するために自
ら都市から離れたことの結果、都市の産業は製造業からサービス業に比重を移したという
理解もあった。しかし、大阪市、名古屋市、横浜市では、従業者数や総生産に占める製造
業の比率が2014年でも約10％である。本稿での統計数値を見ると、大都市の製造業比率は
顕著に低水準であるとは言えないだろう。
4−2　大都市における小規模事業所の割合
　4大都市では、事業所数で見ても従業者数で見ても、卸売業・小売業、宿泊業・飲食業、
不動産業等の順に小規模事業所が多く、その割合が高い。表15には、4大都市におけるそ
れら3産業についての零細事業所数や従業者数の全産業の値に対する比率等を示している。
　まず、事業所数でみたとき、4大都市での全産業の過半となる52−60％の事業所は1〜4
人規模である。1〜4人規模の事業所数の比率は、卸売業・小売業で48−59％、宿泊業・飲
食業で50−61％、不動産業等73−84％である。一方、従業者数でみると、4大都市産業の8
−13％の従業者が1〜4人規模事業所に従業している。1〜4人規模の事業所は、卸売業・小
売業では9−18％、宿泊業・飲食業で11−20％、不動産業等26−42％である。
　上の表８と表９では、日本の大都市における卸売業と小売業の事業規模の格差を確認し
た。表16には、2014年での都市別にみた卸売業と小売業の小規模事業所比率を（両者を区
分して）示している。卸売業では、2人以下の比率は20−26％、3〜4人の比率は21−24％、
よって、4人以下の比率は42−48％である。さらに、5〜9人比率は24−28％であり、9人以
下の比率は66−76％である。他方、小売業では、1〜2人規模の事業所は25−43％、3〜4人
規模の比率は20−23％、1〜4人規模の事業所比率は46−65％である。さらに、5〜9人比率
は17−25％であり、9人以下の比率は71−83％である。小規模事業所は小売業においてや
や多く、小売業では2人以下の事業所が多い点が、卸売業と小売業での大きな違いとなっ
ているのである。
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表15　従業者数１～４人の事業所数と従業者数の割合：2014年
注）全産業とは、公務を除く非農林漁業を指す。2014年7月1日の値。表には、各産業の総数値と1〜
4人事業所の比率を示している。
出所）『大都市比較統計年表』平成28年、112-123ページから筆者作成。
表16　都市別に見た小規模事業所の従業者数：卸売業と小売業(2014年)
注）2014年7月1日の値。表には、各規模の従業者数と総数に対するその比率を示している。･･･人の
事業所と書かれた意味は、･･･人規模の事業所における従業者数を意味する。たとえば、４人以下
事業所とは、４人以下事業所における従業者数を指す。
出所）『大都市比較統計年表』平成28年、166-177ページから筆者作成。
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　なお、表16から、大阪市の小売業をみると、事業所の65％が1〜4人であり、とくに2名
以下の事業所が43％であった。東京都の場合では、事業所の61％が1〜4人であり、2名以
下の事業所が39％であった。2名以下の事業所をみたときでは、本多［2013］がいうとおり、
大阪市の零細企業比率はやや高いとも言える。けれども、表15と表16から、他の政令指定
都市の実状と比べて、大阪市の事業所が突出して高いとは言えないのではないだろうか。
5　賃金水準の業種別比較
5−1　産業別、性別、年齢階層別にみた賃金水準
　表17には、1999年と2015年の産業別、性別、年齢階層別の賃金水準を示している。
　男性の35−39歳または45−49歳で業種別に比較すると、1999年では、金融業・保険業、
電気ガス熱供給業、不動産業の順に高い。低いのは、鉱業、運輸・通信業、製造業の順で
ある。業種分類が変更されているが、2015年で、賃金が高いのは、金融業・保険業、情報
通信業、教育・学習支援業であり、賃金が低いのは、運輸業・郵便業、宿泊業・飲食業、
サービス業である。表17によると、運輸業、宿泊業・飲食業の賃金は低い。製造業も全産
業の平均値と比べて高いとは言えない。なお、卸売業には大規模な事業者も含まれており、
表18　都道府県別、事業規模別、所定内給与額：2014年
注）産業・学歴計、男性、40-44歳に関する2014年６月の値。元資料は、厚生労働省「賃金構
造基本統計調査」（2014年6月）
出所）産労総合研究所編『2016年版　賃金・労働条件総覧』経営書院、2016年、348-349ページ。
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また、給料水準も高い会社がある。大学・大学院卒、男性、40−44歳の2018年の給与をみ
ると、卸売業43.6万円、小売業36.2万円という資料もあった7）。
5−2　事業所規模別賃金水準の比較
　表18には、都道府県別、事業規模別の給与額を示している。予想される通り、事業規模
が小さいほど賃金水準は低く、事業規模が大きいほど賃金水準は高い。また、表をみてわ
かるとおり、地方でも規模が大きな事業所では給与水準が高い場合があることを理解でき
る。
　しかし、地域間での格差も大きい。さらに、業種別・企業別の差も無視できないであろ
う。現時点では、地方ほど、事業規模が小さい事業所が多く、よって、賃金水準も低い事
業所で就労する人が多いだろうという仮説的な解釈しかできない。
　なお、全国平均値を上回る都道府県を点検すると、10−99人規模、100−999人規模、
1000人以上規模のうち、2つの分類で名前が出るのは東京都、神奈川県、大阪府を筆頭に、
愛知県と滋賀県だけである。従業者数が多く、かつ、給与水準が高い都市部の要因が全国
平均値を押し上げているとわかる。
6　考察　
6−1　都市の産業としてのサービス業および卸売業・小売業の捉え方
　サービス業の内容はかなり多様である。従業者数比率で見て比重が高まったサービス業
の状況はどうだろうか。サービス業にも多様な業種があり一言ではくくれない。広義のサー
ビス産業では電気・ガス・水道・熱供給業、運輸業、通信業、金融・保険業、教育、医療、
公務などとなるが、狭義のサービス業では、都市に限らず、対個人向け・対事業所向けサー
ビス業がある。対個人向けサービスの多くは、国民の生活を支える生活インフラと呼ばれ
る性格が強い。また、「新しいサービス業」といえない業種も多い。
　さらに、サービス業の提供形態には二面性がある。対面接触を通じて「人から人へ」と
サービスを提供するサービス業は地域の利用者に密着するので、そのニーズは根強いだろ
う8）。すべての都市・地域で、ネット販売を除く小売、飲食、物流（個人荷物）、宿泊、窓
口金融（商業銀行）、医療、介護、保育、教育、交通、理美容、公務はすべて対面型提供形
態を基本とする生活関連サービス業である。公共性を持つサービスも多く、地域生活密着
型産業といえる。これらの個人向け対面サービス事業は手間や労力がかかる労働集約型の
側面もある。事業者の観点でみると、1つひとつの事業拠点においては、特定エリア内で
の顧客密度を高めることが望まれるし、事業拠点を多くもとうとする場合は、対面型サー
ビスを提供する事業所数を増やして多数エリアをカバーする必要も出てくる。この種の対
7）産労総合研究所編『2018年版　賃金・労働条件総覧』（賃金交渉編）、経営書院、2018年、156、158ページ。
8）冨山はそれを「密度の経済」と呼ぶ（冨山［2014］49−50、150、176ページ）。
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面接客型サービス業の事業規模は、対象となる人口数に比例し、一部のサービス業は高齢
者数に比例するだろう。サービス提供事業者のタイプとして、それぞれの地域に拠点を置
く地域別企業の場合と、特定都市に拠点を置き広域的・全国的に事業展開する企業の場合
があるだろう。
　他方、提供するサービスの原型となるサービスを特定拠点で作成し、商品パッケージの
形で個人に提供するサービスがある。それらサービスは、人的対面方式でなく、サービス
利用者がパッケージ製品を購入するか、または、サービス利用者自身が機械やICT機器を
操作・利用することに基づいて提供される形態が多い9）。
　第2は、対個人向けではなく、対事業所向けのサービス業についても、人的提供形態を
前提とするサービスとして、運搬、清掃や警備・管理から簿記会計処理などの労務代行、
必要時の法務相談など、現場での作業や労働に直接、関わる業務がある。対事業所向けの
接客型サービス業は、対面交流と仕事の量や頻度と密度、同業者間の近接的連携関係、工
程が連続する仕事の分担者が近接立地する利益、人口規模が大きい都市ほど、ニーズも多
くなるだろう。一方、事業所向けサービスでも、その元となるサービス内容を特定拠点で
作成し、商品パッケージ化されたサービスを顧客事業者に提供する形態がある。設計、エ
ンジニアリング、経営指導など、対面的接触がないわけではないが、提供されるサービス
はその多くの部分を、現場とは別の事業所で行うことができる業務であり、資格や免許
の保有を前提とする専門的内容に関わる業務のいくつかもそうである。都市のサービス業
を、細かいサービス産業分類に対応して比較・分析することは、今後の課題である。
6−2　地域と仕事・雇用機会
　地域経済の観点では、雇用の維持・拡大を中小企業に期待する側面がある。都市の生活
関連サービス業は産業活動を通じて雇用面でも大きな役割を果たしているだろう。とは
いえ、雇用とは、給与の支払いを伴い、営利企業では採算基準に基づく行為である（非営
利組織においても中長期的には収支均衡をはからなければならない）。雇用増加が生まれ
るためには業務活動を維持する上での人手不足が近い将来に予想される状況が必要であろ
う。その意味で、雇用の担い手である中小企業の事業経営力を向上させることが重要とな
る。
9）パッケージ化されたサービスは、事業者の本拠地での事務的管理と、各事業所での販売に分割されるこ
と（本社と支店、フランチャイズの本部と個別営業所などを結び付けて提供する形態）もある。言うまで
もなく、売上収入や利益、付加価値額は本社（本拠地）にて集計される。
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7　分析の要約と今後の課題
　本稿で明らかになった点は次の通りである。
　第1に、大都市には産業的中核が明確でないという見方もできるだろうが、過去30年間
の推移をみると、従業者数でみた日本の4大都市の主要産業（雇用先）は、卸売業・小売業、
サービス業、製造業であったが、2000年以降、サービス業が卸売業・小売業の比率を上回
り、サービス業と卸売業・小売業が現在日本の大都市の主要産業である。そして製造業は
30年前においても現在においても、大都市の主要産業である。
　第2に、統計上、卸売業・小売業と一括して捉えることが多いけれども、従業者数や販
売額で見ると、東京都区部、大阪市、名古屋市の卸売業の規模の小売業の規模に対する割
合は高い。横浜市や、その他の政令指定都市では卸売業比率が相対的に低い。分析目的に
もよるが、一部の大都市においては、卸売業の捉え方に留意が必要である。卸売業・小売
業と一括するのでなく、両者を切り離して分析することが望まれるだろう。
　第3に、都市の従業先産業として、この間、製造業の従業者数構成比率が少し低下し、サー
ビス業や卸売業・小売業の従業者数構成比率が最大となり、それ以外にも、飲食業等の従
業者数が増加した。だが、製造業の比重はなお小さくない。就労先の中心が製造業から小
売業やサービス業へとシフトするというとき、従業者が獲得する所得は、平均して低下し
たと言えるのだろうか。表17を見る限り、製造業の賃金水準は、全産業平均値と比べて高
いとは言えない。
　第4に、いずれの大都市においても、小規模事業所数や小規模事業所で働く人の数が多
い。大都市内での1〜4人規模事業所数は業種と無関係に多い。東京都区部でも4人以下の
事業所での従業者数が従業者総数の4割以上である。小規模事業所はサービス業、（卸売業・）
小売業に多いが、産業全般に関わっている。現在の大都市の主要産業はサービス業と卸売
業・小売業だが、規模が大きな都市においては、サービス業の中でも事業所向けサービス
業が盛んといえるかもしれない。また、卸売業も東京都区部、大阪市、名古屋市では小売
業に比べて格段に大規模であったが、卸売業の存在感が高いのはこれら3都市だけであり、
その他の都市においては小売業が中心となっている。その意味で、都市の産業的特徴は都
市により少し異なる。都市の産業は、業種間での違いよりも、都市間での違いのほうが顕
著といえるかもしれない。今後の研究課題である。
　第5に、大阪市は中小企業の町といわれているが、事業所数でみても、就業者所属組織
の規模別割合で見ても、2014年の中小企業比率の統計数値を見る限り、大阪市の中小企業
比率が突出して高いとまでは言えないだろう。大阪市に小規模事業者が多いというより、
4大都市全体でも小規模事業者が多いのである。
　本稿では、都市における中小規模事業所と就業機会の数量的実情や特徴を見た。就労先
（雇用機会）の確保は、現在の財・サービスの生産活動状況および近い将来の生産活動見通
しに左右されるだろう。本稿では、業種別に見た従業者の量的分布や、業種別に見た就労
条件（賃金水準等）を基礎的作業として実態分析し整理した。言うまでもなく、就業者数は
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生産・販売活動の水準に依存しているが、従業者数と生産活動・販売状況との関連や結び
つき方、および労働人口、産業活動、税収の結びつき方に注目して中小企業の特徴・役割・
背景と課題を大都市間で比較・分析することは今後の課題である。
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